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         まえがき 

 
令和元年（2019 年）６⽉に認知症施策推進関係閣僚会議が取りまとめた「認知症施策推進

⼤綱」においては、「認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って⽇常⽣活を過ごせる社会
を⽬指し、 認知症の⼈や家族の視点を重視しながら、『共⽣」と『予防』を⾞の両輪として施策を推
進していく」という基本的な考え⽅のもと「普及啓発・本⼈発信⽀援」「予防」「医療・ケア・介護サービ
ス・介護者への⽀援」「認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の⼈への⽀援・社会参加⽀援」「研
究開発・産業促進・国際展開」の施策を認知症の⼈やその家族の意⾒を踏まえ推進することが⽰さ
れています。「認知症施策推進⼤綱」では、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年（2025 年）
までに認知症サポート医養成研修受講者数を１万６千⼈とすることが⽬標として⽰されています。 

平成 17 年度（2005 年度）から、地域における認知症に関する地域医療体制構築の中核的な
役割を担う医師として、国が⽇本医師会及び国⽴⻑寿医療研究センターと連携して開始し、都道府
県・指定都市が実施主体である認知症サポート医養成研修を受講した医師は令和元年度（2019
年度）末までに全国で 11,255 ⼈にのぼっています。 

認知症に関する新たな知⾒が得られつつあり、医療制度、介護保険制度、認知症の⼈や家族を
取り巻く状況等が変化しつつある現在において、地域において認知症の⼈や家族を⽀援する体制を
構築する認知症サポート医は最新の知識と理解を有することが求められます。 
 本年度の⽼⼈保健健康増進等事業におきまして、認知症サポート医の役割や認知症サポート医
養成研修のあり⽅について委員会で検討を⾏うとともに、令和元年度認知症サポート医養成研修受
講者を対象として研修会場でアンケート調査を⾏いました。それらの結果を元に研修教材の改訂を⾏
い、これまで認知症サポート医養成研修を受けられた先⽣⽅に教材をお送りしました。 

令和２年度からは今回改訂された教材を⽤いて研修を⾏いますが、今後も実情に応じて教材や
研修カリキュラムの更なる改善に努めて参ります。 

最後にアンケート調査にご回答・ご協⼒を賜りました認知症サポート医の先⽣⽅に深く御礼申し上
げます。 
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令和元年度⽼⼈保健事業推進費等補助⾦（⽼⼈保健健康増進等事業分）       
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  Ⅰ 事業概要                                                                         

 

 1  事業名  

認知症サポート医研修のあり⽅に関する調査研究事業 
 

 2  事業目的  

認知症初期集中⽀援チームや認知症サポート指導料などの制度の変化を踏まえ、認知症サポート医 
養成研修のあり⽅や課題、認知症サポート医制度の活⽤⽅法等に関して専⾨家・関係者等で検討を
⾏い、その結果を踏まえ、認知症サポート医養成研修の研修カリキュラムや教材の改訂を⾏う。また、認
知症サポート医フォローアップ研修、かかりつけ医認知症対応⼒向上研修に関しても検討を⾏う。 

（1）調査内容の検討：委員会を組織し、本調査研究を⾏うために必要な調査項⽬を検討し、
調査票を作成する。また、現⾏の研修カリキュラムや教材の問題点、改訂すべき点につき
検討を⾏う。 

（2）認知症サポート医養成研修受講者を対象とした調査を⾏う。 
（3）研修カリキュラムや教材の改訂を⾏う。 
（4）改訂後のカリキュラムや教材を試⾏し、その有効性を評価する。 

 

 3  実施期間   

      令和元年 6 ⽉ 7 ⽇（内⽰⽇）〜 令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇ 
 

 4  実施体制  

  （1）委員会                                             ◎は座⻑［五⼗⾳順、敬称略］ 

 ⽒名 団体・所属 役職 

 粟⽥  主⼀ 地⽅独⽴⾏政法⼈ 東京都健康⻑寿医療センター 研究部⻑ 

 江澤  和彦 公益社団法⼈ ⽇本医師会 常任理事 

 渕野  勝弘 公益社団法⼈ ⽇本精神科病院協会 常務理事 

◎ 武⽥  章敬 国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 医療安全推進部⻑ 

 鷲⾒  幸彦 国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 病院⻑ 

 
     〈オブザーバー〉 
       ⽯井 伸弥 厚⽣労働省 ⽼健局総務課認知症施策推進室 専⾨官 
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  （2）委員会実施状況と主な議事 

   ［第 1 回 委員会］ 
⽇時   令和元年 12 ⽉ 6 ⽇（⾦） 
議事   1. 令和元年度事業計画案 

             2. 認知症サポート医・同養成研修 
資料   ①⽼⼈保健健康増進等事業 事業計画（交付申請書より） 

             ②認知症サポート医養成研修 テキスト修正について 
           ③令和元年度認知症サポート医養成研修受講者アンケート 

   ［第 2 回 委員会］ 
⽇時   令和 2 年 3 ⽉ 2 ⽇（⽉） 
議事   1. 認知症サポート医養成研修 テキスト修正等について 
       2. 課題整理とご意⾒交換 
資料   ①追加・修正スライド案⼀覧 
       ②認知症⾼齢者の運転免許更新に関する診断書作成の⼿引き 
       ③成年後⾒制度における診断書作成の⼿引・本⼈情報シート作成の⼿引 
       ④令和元年度 事業報告書⽬次構成案        

 
  （3）事業実施スケジュール 
      事業は、概ね以下のスケジュールで進⾏した。 
 

 平成 31 年 4 ⽉ 令和元年 5 ⽉ 6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                                                             
                              （認知症サポート医養成研修）   ▲               ▲            ▲

                                                          東京①           福岡         愛知  

 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 令和 2 年 1 ⽉ 2 ⽉ 3 ⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                          第 1 回委員会                                  第 2 回委員会  
                               ◉                                             ◉ 
                                   認知症サポート医養成研修テキスト  教材改訂作業                 
             
  ▲                                   ▲                   ▲   

 北海道                               ⼤阪                東京②   
                                                            報告書の作成・印刷(配布)
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  Ⅱ  認知症サポート医養成研修教材の改訂                                             

 
○ 本年度事業では、認知症サポート医養成研修の教材（テキスト・スライド）について、委員会での検討を

中⼼に、改訂作業を実施した。 
 
○ 改訂作業の⽅針は、以下の通りで、スライドおよび解説の加除修正を⾏った。例⽰は修正を⾏った主なス

ライドである。 
      ➀ 情報の更新が必要なデータを含むスライドの修正 

役割 2 認知症サポート医の活動状況 
制度 33 成年後⾒制度の利⽤状況 
制度 44 ⾼齢者虐待の現状 

      ➁ 診断基準やガイドラインなど、更新・改訂があったものを反映させる修正 
診断・治療 7 改訂された MCI 診断基準による診断と分類の⼿順 
診断・治療 15 レビー⼩体型認知症の診断基準① 
診断・治療 62 アルツハイマー型認知症に対する⾮薬物療法のエビデンス 

      ➂ 受講者のニーズが⾼い分野や新しい施策の情報など、新たに盛り込むべき情報を追加 
診断・治療 59 BPSD 治療のアルゴリズム 
制度 39 認知症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援ガイドライン 
制度 50 認知症施策推進⼤綱 

      ➃ 誤字修正やご指摘のあったものの修正 
診断・治療 29 特発性正常圧⽔頭症（iNPH） 
制度 28 75 歳以上⾼齢者の運転免許証更新⼿続 
連携 15 認知症疾患医療センター 

 
○ テキスト巻末に編集されている資料編についても、内容更新されたもの等、適宜差替えを実施した。 

資料 3 かかりつけ医向け 運転免許更新に関する診断書作成の⼿引き 
資料 4 成年後⾒制度における診断書作成の⼿引・本⼈情報シート作成の⼿引 

 
○ 次ページにスライドタイトルの⼀覧を⽰し、その後に、改訂（追加・修正等）を⾏った研修教材テキスト

（解説ページを含む縮⼩版、スライド右上に「令和元年度改訂」と表⽰）を 掲載する。 
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〇 また、本年度の認知症サポート医養成研修の修了者を

含む、現任の全認知症サポート医に対して、情報提供

および認知症サポート医としての活動に役⽴てて頂く⽬

的で、改訂版テキストおよびスライドファイルを提供した。 
 

 

 

 

● スライド修正作業一覧 

  スライドタイトル 作業内容 

役
割 

役割 1  認知症サポート医の機能・役割   

役割 2  認知症サポート医の活動状況 データ更新 

役割 3  認知症サポート医の診療科の内訳 データ更新 

役割 4 
 地域における認知症サポート医の役割分担と 
 連携の構築 

  

役割 5  早期発見・早期対応の意義   

診
断
・
治
療 

 

診・治 1  認知症の診断基準（DSM-5） タイトル変更 

診・治 2  認知機能の障害 新規追加 

診・治 3  認知症や認知機能障害を呈する主要な疾患 新規追加 

診・治 4  可逆性の認知機能障害とその鑑別のための検査 新規追加 

診・治 5  認知症の経過と必要な医療   

診・治 6  健忘型軽度認知障害   

診・治 7  改訂された MCI 診断基準による診断と分類の手順 新規追加 

診・治 8  うつ病とアルツハイマー型認知症の臨床的特徴   

診・治 9  うつ病と認知症の関係   

診・治 10  せん妄の概念   

診・治 11  せん妄とアルツハイマー型認知症の臨床的特徴   

診・治 12  せん妄の原因   

診・治 13  せん妄の原因となる主要な薬剤   

診・治 14  アルツハイマー型認知症の診断基準   

診・治 15  アルツハイマー型認知症の画像   

診・治 16  アルツハイマー型認知症の病態（アミロイド仮説）   

診・治 17  アルツハイマー病とアルツハイマー型認知症   

診・治 18  認知症診断における脳脊髄液検査の意義   

診・治 19  レビー小体型認知症の診断基準① 文言修正 
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診・治 20  レビー小体型認知症の診断基準② 文言修正 

診・治 21  レビー小体型認知症の画像   

診・治 22  レビー小体型認知症の画像所見 矢印位置修正 

診・治 23  前頭側頭葉変性症の概念   

診・治 24  行動障害型前頭側頭型認知症の診断基準（bvFTD）   

診・治 25  前頭側頭型認知症の画像   

診・治 26  血管性認知症の診断基準   

診・治 27  血管性認知症の考え方の変化   

診・治 28  血管性認知症の画像   

診・治 29  特発性正常圧水頭症（iNPH） 矢印・文言修正 

診・治 30  代表的疾患の画像鑑別診断のポイント 表修正 

診・治 31  認知症各病型の典型的な MRI 画像   

診・治 32  認知症各病型の典型的な SPECT パターン   

診・治 33  認知症初期の発見のポイント   

診・治 34  判断・実行機能障害のアセスメント   

診・治 35  ADL のアセスメント   

診・治 36  IADL のアセスメント   

診・治 37  MMSE の程度と ADL/IADL の関係   

診・治 38 
 FAST によるアルツハイマー型認知症の重症度の 
 アセスメント 

  

診・治 39  CDR による重症度アセスメント   

診・治 40  DASC-21 による認知症アセスメント   

診・治 41  認知症の説明(告知)と法的な取扱い   

診・治 42  認知症の人への支援   

診・治 43  家族への支援   

診・治 44 
 アルツハイマー型認知症の臨床症状の経過と 
 コリンエステラーゼ阻害薬の効果 

  

診・治 45  コリンエステラーゼ阻害薬の特徴   

診・治 46  コリンエステラーゼ阻害薬の使用上の注意点 文言追記 

診・治 47  メマンチンの特徴   

診・治 48  メマンチンの使用上の注意点   

診・治 49  投薬に際して注意すべきこと   

診・治 50  何をもって薬剤の効果判定を行うか   

診・治 51  最軽症例の治療開始時期について   

診・治 52  レビー小体型認知症の注意点   

診・治 53  前頭側頭型認知症の注意点   

診・治 54  血管性認知症の注意点   

診・治 55  行動・心理症状(BPSD)への対応    
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診・治 56  不適切な環境・ケア   

診・治 57  行動・心理症状(BPSD)に対する薬物療法   

   BPSD に対する薬物療法のポイント 削除 

診・治 58  BPSD に対する向精神薬使用ガイドライン 新規追加 

診・治 59  BPSD 治療アルゴリズム 新規追加 

診・治 60  BPSD の種類による治療の実際 新規追加 

診・治 61  BPSD に対する抗精神病薬使用のポイント 新規追加 

診・治 62 
 アルツハイマー型認知症に対する非薬物療法の 
 エビデンス 

内容修正 

診・治 63  認知症におけるリハビリテーション   

制
度
・
連
携 

（
制
度
） 

制度 1  認知症の人の将来推計について   

制度 2  認知症高齢者の日常生活自立度   

制度 3  早期からの認知症高齢者支援体制   

制度 4 
 認知症高齢者ケアの基本❶ 
 （高齢者の尊厳を支えるケアの確立） 

  

制度 5 
 認知症高齢者ケアの基本❷ 
 （日常生活圏域を基本としたサービス体系の構築） 

  

制度 6  認知症の本人の視点を重視したアプローチ   

制度 7  診断直後に本人が支えになった「医師のことば」   

制度 8  本人にとってのよりよい暮らしガイド 新規追加 

制度 9  認知症とともに生きる希望宣言 新規追加 

制度 10  認知症の人のためのケアマネジメントセンター方式   

制度 11  相談窓口   

制度 12  地域包括ケアシステム   

制度 13  認知症の人への支援体制（医療・介護・地域の連携）   

制度 14  介護サービスの利用の手続き 新規追加 

制度 15  介護給付（介護保険サービス） 文言修正 

制度 16  地域密着型サービス 文言修正 

制度 17  小規模多機能型居宅介護   

制度 18  定期巡回・随時対応型訪問介護看護   

制度 19  看護小規模多機能型居宅介護 文言修正 

制度 20  予防給付と地域支援事業 文言修正 

  要支援・要介護認定 削除 

制度 21  主治医意見書の役割   

制度 22  認知症症例の意見書の書き方①   

制度 23  認知症症例の意見書の書き方②   

制度 24  認知症の日常生活自立度の判断   

制度 25  若年性認知症の特徴と現状   
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制度 26  若年性認知症の人への支援(制度) 文言追加 

制度 27  認知症の人と運転 誤字修正 

制度 28  75 歳以上高齢者の運転免許証更新手続 誤字修正 

制度 29  一定の違反行為（基準行為）があった場合 誤字修正 

制度 30  認知症と成年後見制度   

制度 31  成年後見制度の特徴   

制度 32  成年後見制度の仕組み 表修正 

制度 33  成年後見制度の利用概況 データ更新 
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制度 38  成年後見制度における診断書 新規追加 
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 認知症の人の日常生活・社会生活における 
 意思決定支援ガイドライン① 

新規追加  
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新規追加 
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第１章　かかりつけ医の対応について

渡 辺 　 憲　　

　平成29年3月より施行される改正道路交通法により、75歳以上の高齢者の運転免許証の更

新に際して、認知症に関連した診断書を求められるケースが急増することが予想されています。

　社会の高齢化が進む現代においては、認知症は糖尿病、高血圧症等とならんで、かかりつけ医

によるプライマリ・ケアの重要な対象疾患となっています。また、ここ10年余り、全国の都道

府県医師会等と連携して、「かかりつけ医認知症対応力向上研修」が開催され、認知症に関わる

医学的、さらに介護保険を含めた福祉的対応につき、かかりつけ医の先生方は積極的に取り組ん

でこられたことと思います。

　今回の改正道路交通法により、全国で毎年5万人を超す高齢者において、運転免許証の更新

等に際して認知症の可能性が指摘され、診断が必要になることが予想されています。これらのケー

スについて、専門医のみでは到底対応しきれず、かかりつけ医の協力が必要となります。

　また、認知症の診断に際しては、認知機能、知覚運動系を含めた心身機能、さらに生活機能等

を継時的に観察し、家族からの情報も把握しているかかりつけ医の役割はきわめて大きいと考え

られます。

　かかりつけ医には、従来より、患者が地域において安全な社会生活が送れるよう見守り、指導

を行うことが求められてきました。すなわち、疾病により、あるいは高齢に伴って歩行が不安定

で転倒のリスクが高い患者に、 や車いすを用いて移動するように助言・指導してきた経緯があ

ります。これと同様に、明らかに認知機能の障害が進みつつあり、自動車運転に危険が予想され

るケースにおいては、運転の断念を説得し、さらに、運転免許証の更新に伴って診断書を求めら

れた際には、適切に診断し、指導を行うことが重要です。その際、認知症の診断を行うケースに

あっては、単に診断書を交付するのみならず、認知機能検査の結果が良くないことを説明し、公

安委員会の審査において免許証の更新が認められない可能性が高いことを丁寧に伝えることが大

切です。これによって、患者から免許証の更新を断念する旨の申し出があった場合、診断書を作

成しないで、運転免許証更新の手続きの取り下げを指導するのも一法です。

　認知症をきたす疾患には多様なものがあります。アルツハイマー型認知症、脳血管性認知症、

レビー小体型認知症、前頭側頭型認知症は四大認知症と言われておりますが、これら以外にも数

十種類の認知症の原因疾患があると言われています。また、認知機能の低下がみられても、明ら

かに認知症のレベルとは判断しきれない境界域（軽度認知障害；MCI）のケースも少なくありま

せん。かかりつけ医の先生方の日常の診療の範囲で判断が困難なケースについては、地域におけ

る医療連携の中で、専門医を紹介し診断を委ねたり、専門医の意見を参考に、適切に診断につな
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げてゆくことが望まれます。一方、患者によっては、認知症と診断されることを拒否したり、保

険診療自体に納得が得られないケースも、少数と思われますが想定されます。これらのケースへ

の対応につきましては、警察の運転免許担当部局に相談して下さい。

　4ページに、改正道路交通法に基づく診断書作成の手順を、フローチャートにしてお示ししま

す（図1）。また、診断書作成にあたっての留意点や、今回の改正道路交通法のポイント、診断

書様式例等につきまして第2章に、さらに、診断書の具体的な記載例につきましては、第3章

に詳細に解説しております。

　最後に、運転免許証を失った高齢者が引きこもったり、社会活動から遠ざかることのないよう

支援することも、かかりつけ医の新たな重要な役割と考えます。これにつきましては、第4章

をご参照ください。
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  Ⅲ  認知症サポート医養成研修受講者アンケート                                        

  令和元年度に全国 6 会場で実施された認知症サポート医養成研修で⾏われた受講者アンケートについ

て、以下に結果を⽰す。 

 1. 研修実施概要   
❶ 調査対象 

          令和元年度に認知症サポート医養成研修を受講した医師   受講者数 1,305 名 
                                                          （回答数  1,137 名） 

❷ 調査主体     
国⽴⻑寿医療研究センター 

❸ 調査時期（研修⽇程） 

 会場 ⽇程 受講者数 アンケート 
回答者数 回答率 

① 東京(1 回⽬) R1.7.27-28 262 名 229 名 87.4% 

② 福岡 R1.8.31-9.1 180 名 163 名 90.6% 

③ 愛知 R1.9.28-29 168 名 144 名 85.7% 

➃ 北海道 R1.10.5-6 59 名 55 名 93.2% 

⑤ ⼤阪 R1.12.14-15 333 名 281 名 84.4% 

⑥ 東京(2 回⽬) R2.1.25-26 303 名 265 名 87.5% 

 令和元年度計 1,305 名 1,137 名 87.1% 

 累計 11,255 名   

❹ アンケート調査項⽬ 

⑴ 医療機関・診療科等 
⑵ 受講⽬的等 
⑶ 研修の内容や運営 
⑷ サポート医への⽀援 
⑸ 活動の⼼構えや現状 
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2. 調査結果 
  2.1  所属の医療機関・診療科等について 

2.1.1  医療機関種類 
      所属の医療機関は、「無床診療所」が 482 ⼈（42.4%）と最も多く、次いで、「⼀般病院（⼤学病

院を除く）」が 422 ⼈（37.1%）、「精神科病院」が 99 ⼈（8.7%）の順となった。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、⼀般病院（⼤学病院を除く）が約 5 ポイントの増加、無床診

療所が約 3 ポイントの減少となっていた。 

図表 2.1  所属の医療機関 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2.1.2  認知症疾患医療センターの指定 
      認知症疾患医療センターの指定は、「受けている」が 91 ⼈（8.0%）であった。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、受けているが若⼲減少していた。 

図表 2.2  認知症疾患医療センターの指定 
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  2.1.3  主な診療科 
      主な診療科は、「内科」が 538 ⼈（47.3%）と最も多く、次いで、「精神科」が 172 ⼈（15.1%）、

「神経内科」が 102 ⼈（9.0%）の順であった。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、精神科が 5 ポイント以上減少していた。 

図表 2.3  主な診療科 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2.1.4  学会専⾨医（複数回答） 
      学会専⾨医の取得状況について、「⽇本精神神経学会」が 10.6%、「⽇本脳神経外科学会」が

8.8%、「⽇本神経学会」が 8.7%の順となった。 

図表 2.4  学会専⾨医（複数回答） 
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  2.1.5  地域包括診療料・同加算の算定要件となっている研修 
      地域包括診療料・同加算の算定要件となっている研修の受講について、「受講済」が 183 ⼈

（16.1%）、「未受講」が 803 ⼈（70.6%）であった。 

図表 2.5  地域包括診療料・同加算の算定要件となっている研修 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2.1.6  ⽇医かかりつけ医機能研修制度 
      ⽇本医師会実施の⽇医かかりつけ医機能研修制度について、「受講済」が 337 ⼈（29.6%）、「未

受講」が 707 ⼈（62.2%）であった。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、ほぼ同様の結果であった。 

図表 2.6  ⽇医かかりつけ医機能研修制度 
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  2.1.7  可能な認知症診療（複数回答） 
      可能な認知症診療をみると、「認知症の治療・処⽅」が 77.4%と最も多く、次いで、「認知症の早期

発⾒」が 73.5%、「認知症の診断」が 65.3%の順となっていた。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、成年後⾒診断書作成、運転免許更新診断書作成は減少して

いた。 

図表 2.7  可能な認知症診療 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  2.2  研修の受講⽬的について 
2.2.1  主な受講⽬的（複数回答） 

      主な受講⽬的は、「地域の認知症施策の向上のため」が 68.2%と最も多く、次いで、「認知症初期
集中⽀援チームに協⼒するため」が 33.2%、「認知症サポート指導料の算定要件取得のため」が 23.5%
の順となった。 

図表 2.8  主な受講⽬的 
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2.2.2  受講動機 
      受講動機は、「ご⾃⾝の希望で」が 521 ⼈（46%）と最も多く、次いで、「所属機関からの要請を受

けて」が 234 ⼈（20.6%）、「地域医師会の要請を受けて」が 217 ⼈（19.1%）の順となっていた。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、ほぼ同様の結果であった。 

図表 2.9  受講動機 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3  受講料負担（交通費・宿泊費を含む） 
      受講料負担では、「⾃治体」が 31.8%と最も多く、「所属医療機関」が 30.3%で続いた。「⾃費」は

24.8%と 4 分の 1 を占めた。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、ほぼ同様の結果であった。 

図表 2.10  受講料負担（交通費・宿泊費を含む） 
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2.2.4  ⾃治体や地域医師会から事前に求められた条件があるか 
      受講にあたり⾃治体や地域医師会から事前に求められた条件があるかについて、「ない」が 718 ⼈

（63.1%）、「ある」は 290 ⼈（25.5%）であった。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、ほぼ同様の結果であった。 

図表 2.11  ⾃治体や地域医師会から事前に求められた条件があるか 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.5  条件がある場合の具体的な内容 
      条件があると回答した 290 ⼈について、条件の具体的な内容は、「⾃治体の認知症施策への協⼒」

が 58.6%と最も多く、次いで、「研修修了者リストの公表の同意」が 52.4%と過半数であった⼀⽅で、
「認知症初期集中⽀援チームへの協⼒」は 27.6%にとどまっていた。 

      30 年度研修受講者との⽐較では、認知症初期集中⽀援チームへの協⼒が⼤幅に減少していた。 

図表 2.12  具体的な条件 
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2.2.6  認知症初期集中⽀援チームが設置されているか 
      診療を⾏っている市町村に認知症初期集中⽀援チームが設置されているかについて、「分からない」が

559 ⼈（49.2%）で最も多く、「ある」が 396 ⼈（34.8%）、「ない」が 159 ⼈（14.0%）であった。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、あるが 5 ポイント減少していた。 

図表 2.13  認知症初期集中⽀援チームが設置されているか 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈所属機関別の状況〉 
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2.2.7  チームが設置されている場合のチームへの協⼒ 
      チームが設置されている（ある）とした 396 ⼈について、チームへの協⼒をみると、「参加・協⼒していな

い」が 272 ⼈（68.7%）、⼀⽅、「チームに協⼒している」は 118 ⼈（29.8%）と約 3 割となっていた。 
      30 年度研修受講者との⽐較では、協⼒・参加していないが 10 ポイント以上増加していた。 

図表 2.14  認知症初期集中⽀援チームが設置されている場合のチームへの協⼒ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈協力・参加している 118 人の所属医療機関種類および主な診療科の状況〉 
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2.2.8  チームが設置されていない・分からない場合、および、チームに協⼒・参加していない・無回答・不明
の場合のチームへの協⼒の意向 

      チーム設置について「分からない」・「ない」とした 718 ⼈、および、チームに「協⼒・参加していない」・「無
回答・不明」とした 278 ⼈、合計 996 ⼈について、チームへの協⼒の意向をみると、「依頼があれば検討
したい」が 345 ⼈（34.6%）、「是⾮協⼒したい」が 115 ⼈（11.5%）であった。   

図表 2.15  認知症初期集中⽀援チームへの協⼒の意向 
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  Ⅳ  考察                                                                         

 

  １  認知症サポート医についての課題 

認知症サポート医は地域における連携の推進役としての役割を期待されており、養成研修の実施要
綱において、①かかりつけ医認知症対応⼒向上研修の企画・⽴案・講師、②かかりつけ医の認知症診
断等に関する相談役・アドバイザーとなること、及び他の認知症サポート医との連携体制の構築、③各地
域医師会と地域包括⽀援センターとの連携づくりへの協⼒が求められている。 

平成 29 年度⽼⼈保健健康増進等事業「認知症サポート医に関する研修のあり⽅に関する調査研
究 事業」および平成 30 年度⽼⼈保健健康増進等事業「認知症サポート医研修のあり⽅に関する調
査研究事業」において、認知症サポート医には地域におけるコーディネート機能を担うこと、個々の症例を
診断して終わりとか、必要な地域資源につないで終わりではなく、その⼈を認知症の初期から終末期ま
で⽀えていく視点、その⼈だけではなく地域の認知症の⼈全てが適切な医療や介護等のサービスを受け
られるよう社会資源の充実を⾏政に求めていく等の地域づくりの視点が求められること、医療的機能と
社会的機能を考えた場合、医療的機能の専⾨家が従来の専⾨医であり、認知症サポート医は社会的
機能の専⾨家であること等が⽰された。 

令和元年度の認知症サポート医養成研修の研修会場でのアンケートの回答結果の解析では、前年
度と⽐べ著しい変化はなかったが、精神科の医師の受講が減っていること、受講⽬的で「認知症初期集
中⽀援チームに協⼒するため」「認知症サポート指導料の算定要件取得のため」が減少傾向にあること、
診療を⾏っている市町村に認知症初期集中⽀援チームが設置されているかどうかが「分からない」との回
答が約半数に上ったことが⽰された。 

今年度の本委員会において認知症サポート医の役割を再度検討した。認知症サポート医が現在の教
材に⽰されているようなかかりつけ医と専⾨医や認知症疾患医療センターの間の橋渡しをするというのは
現実的ではないのではないか、認知症サポート医がいなくてもかかりつけ医と専⾨医・専⾨医療機関との
連携は可能との意⾒があった。認知症疾患医療センターが全国に 440 ヶ所以上指定されており、認知
症専⾨医も増えつつある現状において、専⾨医療機関や専⾨医へのアクセスは以前と⽐べ容易となって
おり、認知症サポート医がかかりつけ医と専⾨医・専⾨医療機関の橋渡しをする必要性は少なくなってき
ているかもしれない。⼀⽅、東京都では地域包括⽀援センターに認知症サポート医を配置する取り組み
が⾏われている。認知症初期集中⽀援チームが創設されてから、都道府県・指定都市が養成してきた認
知症サポート医と区市町村の連携が取れるようになってきているが、地域包括⽀援センターや⾃治体と
地域の医師との間に密接な連携は未だに不⼗分な状況であることから、東京都の取り組みは注⽬に値
する。委員会では、地域の認知症カフェなどへの協⼒も認知症サポート医の役割として⽰された。今後、
社会資源の整備状況や地域のニーズといった地域の実情に合わせた認知症サポート医の役割を明確に
していく必要性がある。 
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  ２  認知症サポート医養成研修についての課題と研修教材の改訂  

平成 29 年度⽼⼈保健健康増進等事業「認知症サポート医に関する研修のあり⽅に関する調査研
究事業」および平成 30 年度⽼⼈保健健康増進等事業「認知症サポート医研修のあり⽅に関する調
査研究事業」において認知症サポート医養成研修のあり⽅についての検討を⾏い、これまでの認知症サ
ポート医養成研修の内容は「認知症の診断」に重きが置かれていた、認知症の⼈と家族の⽣活を全病
期にわたって⽀えるために、認知症と診断した後の包括的な⽀援⽅法についても研修内容に含めるべき
である、医療の他にも介護や⽣活⽀援、すまい、⼈権や意思決定⽀援等を含む多様な視点からバラン
ス良く本⼈・家族を⽀援する⽅法を臨床の場で実践できるようになることを⽬標とする必要がある、医学
的な診断や治療にとどまらない包括的なアセスメントに関する講義や社会的に複雑化した事例を題材に
したり、⼈権や意思決定などについても多⾯的に議論するようなグループワークが必要である等の意⾒が
出された。  

令和元年度の認知症サポート医養成研修の研修会場でのアンケートでも⽰されているが、研修受講
の⽬的が「認知症初期集中⽀援チームに協⼒するため」「認知症サポート指導料の算定要件取得のた
め」「認知症ケア加算対象の院内チーム設置のため」と多様であることから受講者のそれぞれの⽬的に対
応した研修内容を提供することは難しくなっていることは事実であるが、今回の教材の改訂は地域で認
知症の⼈や家族を⽀えていく点での共通項をとらえることを最優先とした。 

具体的には、BPSD に対する向精神薬使⽤ガイドライン（第 2 版）や認知症疾患診療ガイドライン
2017 等の新たな知⾒を加え、認知症の⼈本⼈の思いや希望を理解することを助ける資料を加え、介護
保険制度の改定、診療報酬改定、成年後⾒制度の利⽤促進を⽬的とした様々な施策の変更、新た
に取りまとめられた意思決定⽀援ガイドラインの活⽤等に対応している。特に意思決定⽀援に関しては
令和元年度の認知症サポート医養成研修の中で、新たな教材を使⽤したグループワークを予備的に⾏
い、概ね良好な評価を得た。その結果と委員会での検討を元に更なる改訂を加え、最終版とした。 

制度や状況は現在も変化し続けており、今後も研修教材の更なる改善を⾏っていくよう努めたい。 
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    ［ 資料 ］                                                                           

     認知症サポート医養成研修アンケート調査票 
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令和元年度 厚生労働省老人保健事業推進費等補助金 

   （老人保健健康増進等事業分） 

認知症サポート医研修のあり方に関する 

調査研究事業 

報告書 

 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 

令和 2 年 3 月 

禁無断転載 
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